
 
 
 
【大規模事業評価の対象】 

○ 大規模公共事業 ⇒ 公共事業のうち、５０億円以上の事業 
○ 大規模施設整備事業 ⇒ ・２５億円以上の事業 

・これに準ずる事業で知事が必要と認めるもの 
※ 公共事業とは、道路事業、河川事業、砂防事業、海岸事業、港湾事業、空港事業、都市計画

事業、下水道事業、公営住宅建設事業、農業農村整備事業、林道事業、治山事業、水産基盤整

備事業をいう。 
 
【大規模事業評価の時期と内容】 
（フロー図） 
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（評価の時期と内容） 

○ 事前評価  原則として、基本となる構想を作成した時及び基本となる設計をした時にそ

れぞれ評価を実施する。 
○ 継続評価  毎年度評価を実施する。（大規模公共事業のみ） 
○ 再評価 次の時期に評価を実施する。（大規模公共事業のみ） 

・事業着手から５年度内に未着工の事業 
・事業着手から１０年度内に事業が完了する見込みがない事業 
・再評価の翌年度から５年度内に事業が完了する見込みがない事業 
・地域高規格道路又はダム建設事業の事業で、事業の準備又は調査に着手して

から５年度内に事業に着手する見込みがない事業 
・社会経済情勢の急激な変化、事業計画の重要な変更等で再評価を行う必要が

ある事業 
○ 事後評価 次の時期に評価を実施する。 

（大規模公共事業） 
・道路事業については、事業完了後概ね３年を経過した事業 
・水産基盤整備事業については、事業完了後概ね６年を経過した事業 
・その他の事業については、事業完了後概ね５年を経過した事業 
（大規模施設整備事業） 
・事業完了後概ね５年経過した事業 
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政策評価委員会（大規模事業評価専門委員会） 
 ◎ 評価手法等の審議・個別案件の審議などを行う。 
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○ 事前評価（大規模公共事業、大規模施設整備事業） 
 
 
 
         公表         意見   公表   公表           公表 
 
 
               
               
 
 
 
 
 
 
 
                                      報告 
                                      報告 
 
                                                  議決 
 
       評価手法等審議   個別案件の審議 
 
 
 
 
 
 
 
○ 再評価（大規模公共事業） 
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    評価手法等審議                              報告   議決 
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政策評価委員会（大規模事業評価専門委員会） 
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○ 事後評価（大規模公共事業、大規模施設整備事業） 
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○ 継続評価（大規模公共事業） 
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         評価手法等審議                         報告   議決 
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大規模事業の評価の時期と評価項目 
 
 
 

事前評価（大規模公共事業・大規模施設整備事業） 

 
 事前評価は次表のとおり段階を踏んで評価することとしている。 
 

評  価  の  時  期 評  価  項  目 
① 基本となる構想を作成したとき ・事業の必要性等の検証 
② 基本となる設計をしたとき ・事業の規模や費用、効率性等の検証 
③ ①に掲げる時期後、事業の詳細な設計若し

くはそのための調査をするまで又は建築物の

建築工事に着手するまでの間で、社会経済情

勢の急激な変化等特別な事情により事前評価

を実施する必要があると知事が認めるとき 

 
評価実施時期により以下の項目とする 
・事業の必要性等の検証 
・事業の規模や費用、効率性等の検証 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

継続評価（大規模公共事業） 

 
評  価  の  時  期 評  価  項  目 

・毎年度（11 月）(再評価事業を除く) 
・自然環境等の状況に係る評価 
・事業に関する指標からみた評価（100 点満点） 

 〔必要性、重要性、緊急性、効率性、熟度〕 
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大規模事業の評価の時期と評価項目 



 
再評価（大規模公共事業） 

 
１ 実施時期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 評価項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○社会情勢 

○指標の推移、次の５項目による 100 点満点

の評価 

（必要性、重要性、緊急性、効率性、熟度） 

○自然環境や環境配慮 

社会経済情勢等の変化 
 
○事業の進捗状況 
○事業計画の変更

の有無 

 
 
○コストの縮減対策 
○代替案の立案 

 
○事業継続   ○要検討※   ○中 止 

 
※ 要検討はさらに（事業継続、見直し継続、休止、中止） 
 の中から選択 

着手 

土地の取得手続き及び工

事のいずれも行う見込み

がない事業 

着手 

10 年度内 

（再評価） 

事業の完了する 
見込みがない事業※１ 

5 年度内※２ 

（再々評価） 

事業の完了する 
見込みがない事業※1,2 

５年度内 
（再評価） 

再評価（道路事業など 13事業） 

 
 

随時再評価 

※１：ただし、評価を行おうとする年度の翌年度内に 

事業が完了すると見込まれる事業を除く。 

※２：下水道事業については、10 年度内 

以降、 

5 年度内※1,2ごと 

に再評価 

事業の準備又は実施計画

に係る調査に要する費用

が予算計上された年度 
着手する見込みがない事業 

５年度内 
（再評価） 

再評価（地域高規格道路、ダムの建設に係る事業の追加条件） 

着手 

社会情勢の急激な変化、事

業計画の重要な変更等 

任意の時期 

事業の進捗状況 コスト縮減対策、代替案

立案の可能性 

総合評価 



 
事後評価（大規模公共事業・大規模施設整備事業） 

 
 事後評価の実施時期と評価項目は次のとおりとしている。 
  
１ 実施時期 
 
 ○大規模公共事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○大規模施設整備事業 
 
 
 
 
２ 評価項目 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完了 概ね３年目 
（事後評価） 道路事業 

完了 概ね６年目 
（事後評価） 水産基盤整備事業 

完了 その他の事業 
概ね５年目 
（事後評価） 

 

アンケート、聞き取り結果 
など 

利用者等の意見 
 
整備効果の発現状況、Ｂ/Ｃ 

など 

 
○着手時と評価時の社会経済情勢の

変化 
○自然環境等の状況、環境配慮事項 

など 

 
○同種事業の計画・調査のあり方についての見直しの必

要性 
○評価手法の見直しの必要性 
○当該地区の改善措置の必要性   など 
 

事業の効果等 社会情勢等の変化 

今後の課題等 

完了 施設整備に係る事業 
概ね５年目 
（事後評価） 


